(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　　　項：公衆衛生費　　　目：食品衛生指導費：
	事業名:食品衛生責任者養成講習会等委託費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

健康福祉部　生活衛生課　食品指導担当　電話番号：058-272-1111（内2564）

E-mail：c11222@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：3,600千円（前年度予算額：3,600千円）

	事業内容


	１　事業の内容


食品衛生法に基づく営業許可施設については、岐阜県食品衛生法施行条例により、営業者は従事者のうちから食品衛生責任者を選任し、施設の衛生管理、従事者の衛生教育、訓練にあたることを義務付けている。
  昭和４８年には食品衛生責任者設置要綱を定め、食品衛生責任者の資格者を養成するための講習会（以下、養成講習会という。）及び食品衛生責任者の再教育・訓練を目的とした年１回の講習会（以下、再教育講習会という。）について、講習内容等について定めた。それら講習会を業務委託する。
	２　所要経費


業務委託費　3,600千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


　現在食品関係営業に従事している者を対象に、養成講習会または再教育講習会を開催し、食品衛生責任者の資格取得、再教育及び資質の向上を図ることを目的とした講習会の開催を委託している。
【講習会実施状況】
	
	年度
	１９
	２０
	２１
	２２
	２３(計画)

	養成講習会
	回数
	15
	16
	15
	15
	15

	
	受講者数
	854
	800
	940
	890
	970

	再教育講習会
	回数
	122
	135
	139
	122
	122

	
	受講者数
	18,411
	18,141
	18,126
	17,287
	18,375


	３　これまでの取組に対する評価


食中毒を始め、近年の広域流通食品による事故や、食品添加物の不適正使用等、食に係わる事故や法令違反は依然として発生しており、食品関係営業施設における自主管理の中心となる人材を育成し、食品事故の防止を図るためにも養成講習会及び再教育講習会は有効である。
また、食品衛生法等の一部改正が頻繁に行われ、食品関係事業者等に対し、その内容を解りやすく伝達する機会として本講習会は有効である。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	3,600
	
	
	3,600
	
	
	
	
	

	要求額
	3,600
	
	
	3,600
	
	
	
	
	

	決定額
	3,600
	
	
	3,600
	
	
	
	
	


